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公 益 財 団 法 人 長 崎 県 産 炭 地 域 振 興 財 団 

産炭地域新産業創造等基金助成事業に関する規程 

 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、公益財団法人長崎県産炭地域振興財団産炭地域新産業創造等基金助成

事業（以下「助成事業」という。）の採択について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（対象地域） 

第２条 助成事業の対象となる地域は、長崎市（平成 17 年 1 月 4 日に長崎市に編入された

同日前の伊王島町、高島町、外海町の区域に限る。）、西海市（平成 17 年 4 月 1 日に合併

した同日前の崎戸町、大島町、大瀬戸町の区域に限る）とする。 

 

（産炭地域新産業創造実施計画） 

第３条 前条に規定する市は、当該地域における産炭地域新産業創造実施計画（以下「実施

計画」という。）を作成し、公益財団法人長崎県産炭地域振興財団代表理事（以下「代表

理事」という。）に提出しなければならない。 

２ 実施計画に定める事項は、次のとおりとする。 

一 当該地域における新産業創造に関する基本方針 

二 当該地域において振興すべき新産業等に関する事項 

三 当該地域における新産業等の振興による雇用の拡大に関する事項 

四 当該地域における新産業等の振興を図るために実施する事業に関する事項 

３ 前項第４号に定められた事業及び実施計画を実現するために必要な事業について、予算

の範囲内において、当該市、当該地域に事業拠点を有する事業者、当該地域に進出しよう

とする事業者等（以下「事業者等」という。）に対し、助成するものとする。 

４ 前項に定めるもののほか、代表理事は、前条に規定する当該地域における新産業等の振

興を図るために必要な事業を行うことができる。 

 

（助成金） 

第４条 助成金の交付基準は別表のとおりとする。助成事業に関し他の補助金、起債の充当、

受益者負担、寄付金等がある場合の助成金の額は、当該事業費からそれらの額を控除した

額に助成率を乗じて得た額以内とする。 

 

（助成の要望） 

第５条 助成金の交付を受けようとする事業者等は、助成事業要望書（様式第１）を代表理

事が別に定める期日までに提出しなければならない。 
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2 前項の要望書の提出時に仕入れに係る消費税等相当額（助成対象経費に含まれる消費税

等相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れに係る消費税額

として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定す

る地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に助成率を乗じて得た金額をいう。以下同

じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して要望しなければならな

い。ただし、提出時において仕入れに係る消費税等相当額が明らかでない場合については、

この限りでない。 

 

（助成の決定及び通知） 

第６条 代表理事は、前条に規定する助成事業要望書の提出があったときは、当該要望書を

審査し、助成金を交付すべきものと認めたときは、産炭地域振興施策諮問委員会の審査を

経て、理事会の承認を得たのち、助成の決定をし、助成事業助成決定通知書（様式第２）

により、当該要望書を提出した事業者等に通知するものとする。 

 

（交付の決定の除外） 

第６条の２ 代表理事は、事業者等が次の各号のいずれかに該当する者であると認めるとき

は、交付の決定を行わないものとする。 

 一 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第

２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。） 

 二 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員  

（以下「暴力団員」という。） 

 三 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者その他代表理事が認めるもの 

 

（事業の変更） 

第７条 事業者等が助成の決定を受けた事業内容を変更しようとする場合は、あらかじめ助

成事業変更申請書（様式第３）を提出し、代表理事の承認を得るものとする。ただし、次

の各号に該当する軽微な変更は除く。 

一 事業内容の各項目別事業費の２０％以内の増減 

二 その他代表理事が軽微な変更と認めたもの 

 

（事業の中止等） 

第８条 事業者等が助成事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ助成事業辞退

届（様式第４）を提出するものとする。 

 

（事業の完了） 

第９条 助成事業が完了した場合は、速やかに助成事業完了報告書（様式第５）を提出する
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ものとする。 

２ 第５条第２項ただし書きの規定により助成金の交付の要望をした事業者等は、前項の助

成事業完了報告書を提出する場合において、仕入れに係る消費税等相当額が明らかになっ

たときには、この金額を助成金の額から減額して代表理事に報告しなければならない。 

３ 助成金の交付の要望をした事業者等は、第１項の助成事業完了報告書を提出した後にお

いて、消費税及び地方消費税の申告により仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合に

は、この金額（減額して要望又は報告した場合にあっては、その金額のうち減じて要望又

は報告した額を上回る部分の金額）を助成金の額から減額して仕入れに係る消費税等相当

額報告書（様式第７）により速やかに代表理事に報告しなければならない。この場合にお

いて、代表理事は、当該金額の返還を請求するものとする。 

 

（助成金の額の確定） 

第１０条 代表理事は、前条の報告を受けた場合には、その報告書の内容を審査し、必要に

応じて現地調査等を行い、助成すべき額を確定し、助成事業確定通知書（様式第６）によ

り事業者等へ通知するものとする。 

 

（助成金の請求） 

第１１条 前条の規定に基づく助成事業確定通知書を受けた事業者等は、助成事業助成金請

求書（様式第８）を代表理事へ提出しなければならない。ただし別に定める場合には概算

払の方法によることができる。この場合には概算払請求書（様式第９）、請求内訳書（様

式第１０）、その他代表理事が必要と認める書類等を提出しなければならない。 

 

（決定の取消し） 

第１２条 代表理事は、次の各号の一に該当するときは、第 6 条の助成決定の全部または一

部を取消すことができる。 

一 助成金の他の用途への使用 

二 助成金の交付の決定の内容又はこれに附した条件に違反したとき 

三 事業者等が第６条の２各号のいずれかに該当することが判明したとき 

 

（助成金の返還） 

第１３条 代表理事は、助成決定を取消した場合において、既に助成金が交付されていると

きは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

 

（財産の管理等） 

第１４条 助成金の交付を受けた者は、助成事業により取得し、又は効用の増加した財産

（以下「取得財産等」という。）については、助成事業の完了後においても、善良な管理
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者の注意をもって管理し、助成金の交付の目的に従って、その効率的運用を図らなけれ

ばならない。 

２ 助成金の交付を受けた者は、取得財産等について、取得財産等管理台帳を備え、管理

しなければならない。 

 

（財産の処分の制限） 

第１４条の２ 取得財産等のうち、処分を制限する財産は、補助金等にかかる予算の執行の

適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）第１３条第１号から第３号まで

に定める財産、並びに同条第４号並びに第５号の規定に基づき経済産業大臣が定めた取得

価格又は効用の増加価格が単価５０万円以上の機械、器具、備品、その他の財産及びその

他代表理事が特に必要と認めたものとする。 

２ 財産の処分を制限する期間は、補助金交付の目的及び減価償却資産の耐用年数等に関す

る省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間とする。 

３ 助成金の交付を受けた者は、前項の規定により定められた期間内において、処分を制限

された取得財産等を処分しようとするときは、あらかじめ様式第１１による申請書を代表

理事に提出し、その承認を受けなければならない。 

４ 代表理事は、助成を受けた事業所等が取得財産等を処分することにより収入があり、又

はあると見込まれるときは、その収入の全部若しくは一部を納付させることがある。 

 

（事業継続等に関する義務等） 

第１５条 助成金の交付を受けた民間企業等（以下「民間助成事業者」という。）は、別表

１の項の次に掲げる助成対象事業の内容に応じ、それぞれに定める事業継続に関する義

務等を負うものとする。 

(1) 新産業育成創出事業（ハード事業タイプ） 

民間助成事業者は、助成後少なくとも５年間は事業を継続し、助成事業によって創出

された雇用（助成対象となった施設を整備するための臨時的な雇用等、当初から短期間

で終了することが見込まれていたものを除く。）を維持するとともに、経営状況及び雇用

の状況等について、当該事業者の会計年度終了後３か月以内に代表理事に報告しなけれ

ばならない。 

(2) 新産業育成創出事業（育成事業タイプ） 

民間助成事業者は、助成後少なくとも３年間は事業を継続し、経営状況及び事業の実施

状況等について、当該事業者の会計年度終了後３か月以内に代表理事に報告しなければな

らない。 

２ 前項に規定する事業継続に関する義務等を負う民間助成事業者は、やむを得ない事情に

より事業の継続又は雇用の維持ができない場合には、速やかに代表理事に報告し、その指

示を受けなければならない。この場合、代表理事は民間助成事業者に対し、既に交付した
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助成金の全部又は一部に相当する額を返納すべきことを命じることができるものとする。 

 

（帳簿の整備等） 

第１６条 助成金の交付を受けた者は、助成事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及

び証拠書類を整備し、これを当該事業の完了の翌年度から５年間保存しなければならない。 

 

（雑 則） 

第１７条 この規程に定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、代表理事が

別に定める。 

 

 

附 則 

この規程は、理事会の承認のあった日（平成１４年３月２６日）から施行し、平成１

４年度の予算から適用する。ただし、理事会の承認のあった日を含む年度中に閉山した炭

鉱の所在町については、当該年度事業から適用することができるものとする。 

 

附 則 

この規程は、平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成 19 年度の予算から適用する。 

 

附 則 

この規程は、平成 21 年度の予算から適用する。ただし、平成 20 年度以前からの継続

と認められる事業については、従来の取扱いによることができるものとする。 

 

附 則 

１ この規程は、理事会の決議があった日（決議日）から施行する。 

２ 改正後の規程第１５条の規定は、平成 25 年度以後に助成の決定を受けた民間助成事

業者について適用し、平成 24 年度以前に助成の決定を受けた民間助成事業者について

は、なお従前の例による。 

 

附 則 

この規程は、平成 30 年度の予算から適用する。 

附 則 

この規程は、理事会の決議があった日（令和６年５月 17 日）から施行する。 
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別表（第４条関係）            

産炭地域新産業創造等基金事業助成金交付基準 

 

石炭産業に代わる産業（以下「新産業」という。）を育成し雇用の創出に資する事業のうち、その事業が行われることにより地域外との交流人口を増

加させ、又は地域外からの需要拡大につながると認められる事業について、次のとおり助成する。 

事業区分 助成対象事業の内容 
交付対象

者 
助成率等            限度額 事業の要件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 

新産業創

造支援事

業 

 

 

 

 

 

 

(1) 新産業育成創出事業（ソフト事業タイ

プⅠ） 

   以下の経費に該当するもの 

ⅰ 地域における新産業に関し、必要な

マーケティング又は販売ルートの開拓

等に要する経費 

ⅱ 新産業の創造のために必要な産学官

連携による研究開発又は産業クラスタ

－研究関係事業等に要する経費 

ⅲ 新技術又は新製品開発のために要す

る経費 

市 
市の負担額の 

３／４以内 

なし 

  

・市が新産業の創造等に資する

事業として企業・団体等に補助

する場合に、市に対して助成  

(2) 新産業育成創出事業（ソフト事業タ

イプⅡ） 

対象地域において認定経営革新等支援

機関が実施するセミナー、商談会に要

する経費  

認定経営

革新等支

援機関※１ 

10/10 以内 200 万円 

・対象地域の事業者が含まれて

いること（対象地域への誘致

を目的としたセミナー等を除

く）。 

・事業によって生じた収益（収

入から経費を引いた額）は、

助成対象額から控除するもの

であること。 
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事業区分 助成対象事業の内容 
交付対象

者 
助成率等            限度額 事業の要件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(3) 新産業育成創出事業（ハード事業タ

イプ） 

新産業の創造に資する事業であっ

て、その事業を行うために必要な施

設、設備等（土地購入費※２を除く）

に要する経費 

  

市、企業 ３／４以内 

①新規雇用※３ 2 人以上 ２千万円 

② 〃     5 人以上  5 千万円 

③ 〃    10 人以上  1 億円 

④ 〃    20 人以上  2 億円 

⑤ 〃    30 人以上  3 億円  

・企業の場合は次のいずれかの

要件を満たすこと。 

ア 取り組む事業等の実績が申

請日時点において５年以上で

あること。 

イ 国又は地方公共団体が補助

する事業※4であること。 

(4)新産業育成創出事業（育成事業タイプ

Ⅰ） 

新産業の創造に資する事業を行うため

に必要な経費 

交付決定後１年間の人件費、設備・建

物のリース、ＰＲ費用（活動費は除

く。））に要する経費 

市、企

業、民間

団体（法

人） 

２／３以内

（下限額 200

万円） 

1,000 万円（人件費は、1 人 250 万

円、総額 500 万円まで） 

・新規雇用１名以上 

・事業計画について商工会等の

支援機関の支援を受けること

（企業、民間団体の場合）。 
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事業区分 助成対象事業の内容 
交付対象

者 
助成率等            限度額 事業の要件 

 

 

 

 

 

１． 

新産業創

造支援事

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(5) 新産業育成創出事業（育成事業タイプ

Ⅱ） 

地域内の企業単独では不足する技術や

ノウハウを地域内外の企業等との連携

により補完することで、新産業の創造

に資する事業等を行うために必要な経

費 

ⅰ 新商品・新技術・新役務の開発 

市場調査、研究、試作品製作、実証

実験、商品デザイン開発などに要す

る経費 

・原材料費、機械装置等購入費、機

械装置等リース料、製造・改良・

加工料、実験費、設計費、委託費

（一部委託に限る） 

（注）試作品の開発や実験等を行

うために必要なものに限る 

・専門家謝金・旅費 

・会議費、会場借料、通信運搬費、

消耗品費、印刷製本費、資料購入

費、調査・分析外注費、広報費、

展示会等出展経費、産業財産権等

取得費、雑役務費    など 

ⅱ 販路開拓 

販売方法の開発、展示会・見本市へ

の出展などに要する経費 

地域内の

企業、民

間団体

（法人）

と県内の

企業、民

間団体

（法人）

との連携

体 

２／３以内 

 

連携体を構成

する全ての者

が地域内 

３／４以内 

300 万円（連携体全体） 

・地域内の構成企業等の従業員

人数の維持 

・事業計画について商工会等の

支援機関の支援を受けること 

・地域外の企業、民間団体（法

人）との連携体の場合は、次

のいずれかの要件を満たすこ

と。 

ア 地域内で新産業の創造に

資する事業を行うものであ

ること。 

イ 地域内の構成企業等の生

産品や取り扱う地域資源を

原材料に用いて地域外の構

成企業等が試作品の開発や

販路開拓を行うものである

こと。 



新産業 規程 

- 9 - 

事業区分 助成対象事業の内容 
交付対象

者 
助成率等            限度額 事業の要件 

２． 

新産業創

造関連基

盤整備事

業 

新産業の創造に資する事業に関連した産

業基盤整備事業に係る以下の経費につい

ての市への支援事業 

ⅰ 企業の立地を促進するために必要な

水源の確保、高速通信回線の整備、追

加の造成、建物等除去等に要する経費 

ⅱ ⅰのほか雇用の創出に資すると認め

られる施設・設備整備に要する経費 

市 ３／４以内 なし     

３． 

新産業創

造関連調

査・研究

事業 

新産業の創造に資する事

業を実施するために必要

な調査及び計画策定事業 

同一の目的

で実施する

事業につい

ては２カ年

度を限度と

する。 

市 

２／３以内 

（計画作成等

の経費） 

2,000 万円 

計画ごとの 

１年度間の 

限度額 

  

※１ 中小企業支援に関する専門的知識や実務経験が一定レベル以上にある者として、国の認定を受けた支援機関（税理士、税理士法人、公認会計士、中小企業診断士、商工

会・商工会議所、金融機関等） 

※２ 土地の取得価額に算入する経費（土地造成費等）は助成対象外。土地の取得価額に算入しないで建物や構築物など減価償却資産の取得価額となるものは助成対象。 

※３「新規雇用」は、次のすべての要件を満たす者を１人と数える。 

ア 労働契約の期間の定めがない  イ 所定労働時間がフルタイムである  ウ 直接雇用である者 

※４ 新たな創業※5 の場合は、創業地域の商工会、その他認定経営革新等支援機関による支援を受けながら取り組む事業であること。 

補助金が当助成金と併用できる条件であること（補助金によっては補助対象経費と重複できない場合がある）。 

※５ 個人事業の開業届出または会社（以下、会社法上の株式会社、合同会社、合名会社、合資会社を指す。）・企業組合・協業組合・特定非営利活動法人の設立、または既に

事業を営んでいる者から事業の引き継ぎを行い、その代表となる者を含む。 
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様式第１ 

 

  年  月  日 

 

 公益財団法人長崎県産炭地域振興財団 

  代表理事           様 

 

 

                  住        所 

                  名称及び代表者の氏名           印 

 

 

    年度産炭地域新産業創造等基金助成事業要望書 

 

公益財団法人長崎県産炭地域振興財団産炭地域新産業創造等基金助成事業に関する規程

第５条の規定により助成を受けたいので、下記のとおり要望します。 

 

記 

 

１．事業名及び助成要望額 

事 業 名 

事業区分 

事 業 費             千円 

助成要望額               千円 

 

２．添付資料（次の資料を必要に応じ添付すること） 

（１）事業実施計画書（別紙１） 

（２）国庫補助金、県負担金等の交付決定及び起債許可申請書等に係る書類（写し） 

（３）工事又は業務委託に係る契約書等に係る書類（写し） 

（４）施設等の平面図及び当該施設等の市町における位置図等 

（５）誓約書（別紙２）※市町の場合は不要 

（６）その他参考となる資料 

 

 

                        ［問合せ先］ 
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別紙１ 

事 業 実 施 計 画 書 

 

１．事業計画 

（１）事業名 

 

（２）事業実施箇所 

 

（３）事業計画 

 全 体 計 画 当該年度計画 

事 業 量   

事 業 費 

経費の区分ごと 

に記載すること。 

   

          計   

 

資 

金 

計 

画 

国庫補助金等 

県補助金等 

受益者負担額等 

市負担額 

（うち、地方債） 

助成要望額 

  

工   期     年度～  年度 
着工(予定)   年 月 日 

完成(予定)   年 月 日 

 注 ①事業費及び資金計画は単位千円で記載すること。 

   ②資金計画のうち、補助金については補助金の名称及び所管省庁又は県の所管課名を、

地方債についてはその名称を記載すること。 

 

２．産炭地域新産業創造実施計画との関連 

 

３．事業の効果等 
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別紙２ 

 

   年  月  日 

 

公益財団法人長崎県産炭地域振興財団 
 代表理事           様 

 

 

住        所 
                名称及び代表者の氏名         印 

 

 

誓 約 書 
 

 

私は、    年度産炭地域新産業創造等基金助成事業要望を行うにあたり、次の事項に

ついて誓約します。 

なお、財団が必要な場合には、長崎県警察本部に照会することについて承諾します。 

 

※チェック欄（誓約の場合、□にチェックを入れてください。） 

 

  自己及び本事業実施主体の構成員等は、次のアからウのいずれにも該当するものではあ

りません。また、事業実施主体の運営に対し、次のアからウのいずれの関与もありません。 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者その他代表理事が認めるもの 

 

  助成事業を行うにあたり、上記アからウに掲げる者（以下「暴力団等」という。）と契

約を締結しません。 

 

  暴力団等から不当な要求行為を受けた場合は、速やかに財団に報告するとともに、警察

に通報します。 

 

  本事業に関する一連の書類を助成事業の完了から５年間保存することを承諾します。 
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様式第２ 

 

番         号 

  年  月  日 

 

 

             様 

 

 

                  公益財団法人長崎県産炭地域振興財団 

                  代表理事 

 

 

    年度産炭地域新産業創造等基金助成事業助成決定通知書 

 

 

     年  月  日付第  号で要望のあった産炭地域新産業創造等基金助成事業

については、公益財団法人長崎県産炭地域振興財団産炭地域新産業創造等基金助成事業に関

する規程第６条の規定により下記のとおり助成することに決定したので、通知します。 

 

 

記 

 

 

  事 業 名   

 

  事 業 費             千円 

 

  助 成 額             千円 
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様式第３ 

 

  年  月  日 

 

 

 公益財団法人長崎県産炭地域振興財団 

  代表理事           様 

 

 

                   住        所 

                   名称及び代表者の氏名         印 

 

 

    年度産炭地域新産業創造等基金助成事業変更申請書 

 

 

    年 月 日付 長産炭第  号で助成の決定を受けた産炭地域新産業創造等基金

助成事業について、下記のとおり事業内容を変更したいので、公益財団法人長崎県産炭地域

振興財団産炭地域新産業創造等基金助成事業に関する規程第７条の規定により、申請します。 

 

 

記 

 

 

  １．事業名   

 

  ２．変更理由              

 

  ３．変更内容              

 

 

                         

 

                        ［問合せ先］ 
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様式第４ 

 

  年  月  日 

 

 

 公益財団法人長崎県産炭地域振興財団 

  代表理事           様 

 

 

                   住        所 

                   名称及び代表者の氏名         印 

 

 

    年度産炭地域新産業創造等基金助成事業辞退届 

 

 

    年 月 日付 長産炭第  号で助成の決定を受けた産炭地域新産業創造等基金

助成事業について、下記のとおり辞退したいので、公益財団法人長崎県産炭地域振興財団産

炭地域新産業創造等基金助成事業に関する規程第８条の規定により、お届けします。 

 

 

記 

 

 

  １．事業名   

 

  ２．辞退理由              

 

               

 

 

 

 

                                               ［問合せ先］ 
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様式第５ 

  年  月  日 

 

 公益財団法人長崎県産炭地域振興財団 

  代表理事           様 

 

 

                   住        所 

                   名称及び代表者の氏名        印 

 

 

    年度産炭地域新産業創造等基金助成事業完了報告書 

 

    年 月 日付 長産炭第  号で助成の決定を受けた産炭地域新産業創造等基金

助成事業について、下記のとおり事業が完了したので、公益財団法人長崎県産炭地域振興財

団産炭地域新産業創造等基金助成事業に関する規程第９条の規定により、報告します。 

 

記 

 

  １．事業名   

 

  ２．事業の着手及び完了年月日              

        （着手年月日）     年  月  日 

        （完了年月日）     年  月  日 

               

  ３．事業費 

        （当初）                            円 

    （実績）                            円 

    （増減）                            円 

 

  ４．助成金請求予定額                    円 

 

  ５．関係資料 

                                               ［問合せ先］ 
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様式第６ 

 

番         号 

  年  月  日 

 

 

              様 

 

 

                   公益財団法人長崎県産炭地域振興財団 

                   代表理事 

 

 

    年度産炭地域新産業創造等基金助成事業助成金確定通知書 

 

 

     年  月  日付第  号で完了の報告があった産炭地域新産業創造等基金助

成事業については、公益財団法人長崎県産炭地域振興財団産炭地域新産業創造等基金助成事

業に関する規程第１０条の規定により下記のとおり確定したので、通知します。 

 

記 

 

 

    事業名   

 

    事業費               円 

 

    助成額                            円 
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様式第７ 

 

  年  月  日 

 公益財団法人長崎県産炭地域振興財団 

 代表理事           様 

 

                   住        所 

                   名称及び代表者の氏名         印 

 

 

    年度産炭地域新産業創造等基金助成事業 

     消 費 税 等 相 当 額 報 告 書                          

 

     年  月  日付  長産炭第  号で助成の決定を受けた産炭地域新産業創

造等基金助成事業について、公益財団法人長崎県産炭地域振興財団産炭地域新産業創造等基

金助成事業に関する規程第９条第３項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 1 産炭地域新産業創造等基金助成事業に関する規程第１０条に基づく確定額 

   (    年  月  日付  長産炭第  号による額の確定通知額) 

 

         金     円 

 

 2 助成金の確定時における消費税及び地方消費税に 

   係る仕入控除税額          金     円 

 

 3 消費税及び地方消費税の確定に伴う助成金に係る 

 消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額              金     円 

 

 4 助成金返還相当額(3―2)                  金     円 

 

  (注) その他参考となる書類を添付すること。 

 

                                               ［問合せ先］ 
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様式第８ 

  年  月  日 

 

 

 公益財団法人長崎県産炭地域振興財団 

  代表理事           様 

 

 

                    住        所 

                    名称及び代表者の氏名        印 

 

 

    年度産炭地域新産業創造等基金助成事業助成金請求書 

 

 

    年 月 日付 長産炭第  号で額の確定の通知があった産炭地域新産業創造等

基金助成事業について、下記のとおり交付されるよう公益財団法人長崎県産炭地域振興財団

産炭地域新産業創造等基金助成事業に関する規程第１１条の規定により、請求します。 

 

記 

 

 

  １．事業名   

 

  ２．助成金請求額  金         円  

               

  ３．助成金の振込先 

        （金融機関名）                      

    （預 金 種 別      ） １．普通預金 ２．当座預金 ３．その他（      ）  

    （口座名義人）                

    （口 座 番 号      ）  

 

                                               ［問合せ先］ 

 



新産業 規程 

- 20 - 

様式第９ 

  年  月  日 

 

 

 公益財団法人長崎県産炭地域振興財団 

  代表理事           様 

 

 

                   住        所 

                   名称及び代表者の氏名         印 

 

 

    年度産炭地域新産業創造等基金助成事業助成金概算払請求書 

 

 

    年 月 日付 長産炭第  号で交付決定の通知があった産炭地域新産業創造等

基金助成事業について、下記のとおり交付されるよう公益財団法人長崎県産炭地域振興財団

産炭地域新産業創造等基金助成事業に関する規程第１１条の規定により、請求します。 

 

記 

 

  １．事業名   

 

  ２．助成金請求額  金         円 

               

  ３．助成金の振込先 

        （金融機関名）                      

    （預 金 種 別      ） １．普通預金 ２．当座預金 ３．その他（      ）  

    （口座名義人）                

    （口 座 番 号      ）  

 

４．概算払いを受ける理由 

 

                                               ［問合せ先］ 
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様式第１０ 

 

 

請 求 内 訳 書 

 

交付決定額 受領済額 今回請求額 差引残額 

 

              円 

 

               円 

 

               円 

 

              円 

 注 概算払いの場合のみ作成する。 
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様式第１１ 

 

年 月 日 

公益財団法人長崎県産炭地域振興財団 

代表理事           様 

 

                   住        所 

                   名称及び代表者の氏名         印 

 

財産処分申請書 

 

年度産炭地域新産業創造等基金助成金により取得した施設等について、財産処分を行い

たいので、関係書類を添えて申請します。 

 

１．処分の内容 

（１）名称    

（２）所在地   

（３）構造    

（４）数量    

（５）取得年月日 

取得年月日 年 月 日 

（６）耐用年数 別紙のとおり 

（７）総事業費、助成額及び補助率 

総事業費           円 

助成金額           円 

 

２．処分の方法、理由等 

（１）処分の方法    

（２）処分の理由    

（３）処分予定年月日 財産処分承認日以降 

（４）その他 

 

３．連絡先 

担当者役職氏名 

電話番号    

電子メール   
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４．添付書類 

会社の登記簿謄本の写し 

直近の決算書（固定資産台帳を含む） 

その他財団が必要に応じて指示する書類 

 

（注）２（１）処分の方法は、転用、譲渡（有償・無償）、交換、貸付け（有償・無償）、

担保に供する処分、取壊し、廃棄を記載する。 

転用：処分制限財産の所有者の変更を伴わない目的外使用。 

譲渡：処分制限財産の所有者の変更。 

交換：処分制限財産と他人の所有する他の財産との交換。  

貸付け：処分制限財産の所有者の変更を伴わない使用者の変更。  

担保に供する処分：処分制限財産に対する抵当権その他の担保権の設定。  

取壊し：処分制限財産（施設（土地を含む。以下同じ。）に限る。）の使用  

を止め、取り壊すこと。 

廃棄：処分制限財産（設備に限る。）の使用を止め、廃棄処分すること  

    


